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図1 尾畠春夫さんのネット記事 

マスコミ報道の能登半島地震への影響 
―取り下げ、過少報道(取材不足)～過剰報道－ 

 

高田 昭彦１ 

 
１復興ボランティアタスクフォース 代表 富士フイルムビジネスイノベーションジャパン 勤務 

  

１．問題意識 

筆者は 2004 年より災害ボランティア活動をはじめ、

2006 年に居住地川崎市に於いて、災害ボランティア団

体/森林ボランティア団体「復興ボランティアタスクフ

ォース」を設立して被災地での活動、居住地での学習

活動、啓発活動、研究活動をも行っている。一方で、

民間企業である富士フイルムビジネスイノベーション

ジャパンに勤務している。本業 A を持ち収入をボラン

ティア B での活動費、研究費に投入する兼業ボランテ

ィア、兼業研究者である。高年齢者雇用安定法では社

会貢献活動をも就業の範囲とされて居るが、定年退職

者層や社内失業者の災害ボランティア起用など社会貢

献活動へ参画すべしと提言も行っている。 

筆者はベテランを自認するも、残念ながら災害ボラ

ンティア界にはベテランの意見を上手く吸い上げる仕

組みが未成長であると感じている。なんとなれば、提

案地獄で消耗するから災害の緊急時には改善意見など

聞かなくてよい、との解釈さえあることを残念に思っ

ている。支援者間での意見対立、価値観対立は認識さ

れているにも関わらず暫定解すら得られていない。災

害時に解決意欲に薄く、かと言って平常時に多少の軋

轢があっても対話/討論ができているかと言うと、相互

理解も薄く誤解に満ち溢れ、敵対関係のような現状さ

えもあり、災害ボランティア界全体に対話を逃げる風

土がある。平穏に改善意見を言うつもりでも、他者を

攻撃する危険人物とのレッテルを貼られる。被災地で

は評判調査のための人物素性照会が行われ、一種無責

任な人物評価のみが独り歩きする実態もある。せめて

本人に確認することにより、不要な誤解は、支援手段

の違い、組織ガバナンスの違いであると判るのにであ

る。このため、活動が活発な個人/団体であるほど「不

評」を拾ってしまい、活動歴が少ない団体や、災害支

援を本業としない団体が経験値少ないにも関わらず主

導権を握ってしまい、被災地はより混迷するのである。 

また、被災者－支援者側関係に目を向けると、災害

後には「苦労したしけれど乗り越えたね」と浄化する

傾向を感じる。支援者も、市役所(行政)、災害ボランテ

ィアセンター(外郭団体)に於いてでもある。防災学者は、

被災経験を次なる別の災害での防災活動に生かしまし

ょう、と「災害サイクル」を提唱するのであるけれど

も、積み残し課題の対話は促進されず、取りこぼされ

改善が進まない。筆者としては、意見対立を恐れるが

あまり、突っ込んだ議論が出来ない風土を感じ「非コ

ミュニケーション」と表現している 。 

日本の災害ボランティア界では、2015 年くらいまで

はベテランボランティアと言うカテゴリーには市民権

は無く、2016 年の熊本地震に於いていわゆる技術系ボ

ランティアがやっと認識される(存在を主張できる)と

いういわば裏の歴史さえあった。そう言えば、スーパ

ーボランティア尾畠春夫さんも2018年のブレイクであ

る。能登半島地震では「社協受付ボランティアのほか

に、技術系ボランティアと言う存在があるようだ。」「社

協では受け付けないような重機作業や、応急危険度判

定が赤(危険)での作業も行ってくれるようである。」と

被災者の噂には伝えられ、マスコミにもやっと登場す

る。しかし、報道のネット記事が削除されることも未

だあり混乱の元であるとも考える。 

 

２．取り下げられた報道 

ネット記事として報道されたが、何故か取り下げら

れた報道を 2 例、まずは紹介しよう。スーパーボラン

ティア尾畠春夫さんを取材した記事(図 1)、お笑い芸人

なすびさんを取材した記事(図 2)である。 
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図3 柴田邦臣駒澤大学教授のネット記事の切り取り 

図2 お笑い芸人なすびさんのネット記事 

 

 

 

 

なお他にも、「被災者が技術ボランティアを探し回

る」、石川県ボランティアコーディネーター会に取材し、

「能登入りはできない」としたネット報道、「1 月 3 日

に 29 団体がすでに能登入り（検討中）である」とする

JVOAD 報の追認報道、などが消えて居ることがわたし

の記憶には残って居る 

 

３．甘い取材 

次に取材が甘い(と筆者には思われる)ネット記事で

ある(図 3)。もっとも微妙な温度差はあるものの、石川

県も、珠洲市、輪島市などの各自治体や各社協も、ボ

ランティア(参加)の窓口が 2 つあり、ニーズ(依頼先)も

2 つあるとの広報は実は一切していない。また、わたし

自身が石川県に問い合わせを行うと所管課が存在せず

JVOAD であるとのこと。今や、ふるさと納税の所管課

を置く行政は多い、交流人口の一種である県外ボラン

ティアの所管を置かないのは勿体ないと思う。 

 

 

 

 

 

つまりは、各自治体や各社協、政府や全国社会福祉

協議会や中央共同募金会を含む日本の災害ボランティ

ア界が、情報公開や説明責任を痛感しておらず、いわ

ゆる「顔の見える関係」で良しとしているのであろう。

筆者はスフィア基準や CHS に照らして、「説明責任」

や「安全に苦情を申し立てることができる」よう改善

をお願いしたい。 

４．過剰報道 

次にあるゴシップ(とも評された)ある NPO 法人での

「性的トラブル」の報道事例を紹介しよう。今も後を

引いて居るため参考文献は当日投影に留めるが、要は

男女間の「惚れた」、「困る」、というトラブルである。

幸い他メンバーの介入で「被害」とまでは至らなかっ

た(ようだ)が、一方で価値観対立による対話/議論下手

から、団体内外で炎上となり、警察に被害届を出すに

至り、後に所管警察署からは事件性はなしとされた（と

報道にある）事案である。真偽を警察に情報公開請求

したいとする関係者も居る。警察も迷惑であるかも知

れない。男性側を叩く意見を求めるのであるのか、筆

者に私信で接触する者も報道前から居た。情報不確実

な段階、被害者救済策も未定な状態での筆者判断は控

えたことと、「団体維持、被災者支援活動の継続」を第

一とすべしという私見をミソジニーであり、謝罪すべ

きと言われて閉口した。また、(精神的ショックを負っ

た)とされる女性側には、「ボランティア保険」での通院

保障や「人格権侵害」保障制度を私から伝えたいがそ

れもならず。支援活動継続、団体維持、被災者救済、(被

害を訴える)メンバー救済、安全安心なボランティア活

動と、何を満たすか立ち位置はそれぞれだ。層別して

平常時に団体方針として示すことが必要と痛感する。 

 

５．まとめ 

・ネット報道が訂正記事すら無く消えてしまうことは、

社会的責任（説明責任）に照らすと不可解だ。 

・そもそもは、災害行政ではボランティアが関与する

と、説明責任に対して腰が引けている。 

・ボランティアは参加型社会であるが、退出自由型社

会でもあるため、検証困難、ガバナンス困難である。 
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